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平成 30年４月５日 

各 位 

会 社 名 ユー・エム・シー・エレクトロニクス株式会社 

代表者名 代 表 取 締 役 社 長   内  山  茂  樹 

 （コード番号：6615 東証第一部） 

問合せ先 取締役副社長 副社長執行役員 管理本部本部長  

岡  本  圭  三 

 （TEL 048－724－0001）           

 

 （訂正）「株式会社日立製作所とモノづくり強化協業で基本合意 」 

の一部訂正について 

 

 平成30年４月３日に発表いたしました「株式会社日立製作所とモノづくり強化協業で基本合

意 」について訂正・追加すべき事項がありましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 

記 

 

１. 訂正の理由 

当社は、株式会社日立製作所とのＩＴプロダクツ分野のモノづくり強化協業の基本合意に

基づく、正式契約を締結しており、最終的な固定資産取得金額が当社の平成30年３月期の純

資産の30％相当額を超えると見込まれ、適時開示事項に該当するため、固定資産の取得とし

て開示いたします。 

 

【訂正箇所】 

 ・タイトル 

（訂正前）株式会社日立製作所とモノづくり強化協業で基本合意 

 ↓ 

（訂正後）固定資産の取得に関するお知らせ 

 

・本文 

（訂正前）  当社と株式会社日立製作所(執行役社長兼ＣＥＯ：東原 敏昭)は、このたび、サ

ーバ・ストレージ・ネットワーク機器といったＩＴプロダクツ分野のモノづくり

強化において協業することで基本合意しました。これにより、当社は、日立製作

所の100%子会社である株式会社日立情報通信マニュファクチャリング(社長：齋藤

拡二)の株式と関連する日立製作所所有の製造拠点の製造資産を取得することと

なりましたので、別紙の通りお知らせいたします。 

※今回の決定は基本合意で、正式な契約は7月を予定しており、詳細を開示させて

いただきます。 
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 ↓ 

（訂正後）  当社は平成30年４月３日開催の取締役会において、当社と株式会社日立製作所

(執行役社長兼ＣＥＯ：東原 敏昭)は、このたび、サーバ・ストレージ・ネット

ワーク機器といったＩＴプロダクツ分野のモノづくり強化において協業すること

で基本合意し、日立製作所の100%子会社である株式会社日立情報通信マニュファ

クチャリング(社長：齋藤拡二)の株式と関連する日立製作所所有の製造拠点の製

造資産、土地及び建物を取得する契約の締結を決議いたしましたので、別紙の通

りお知らせいたします。 

※今回の決定は、基本合意に基づく正式契約の締結であり、第１回目の取得予定

時期は平成30年７月２日で製造設備、土地を対象といたします。第２回目の取

得予定時期は、平成33年４月１日で建物を対象といたします。 

 

【追加開示項目】 

１. 取得の理由 

当社は株式会社日立製作所と、サーバ・ストレージ・ネットワーク機器といったＩＴプロ

ダクツ分野のモノづくり強化において協業することを目的として、株式会社日立製作所の

100％子会社である株式会社日立情報通信マニュファクチャリングの株式と関連する製造資

産、土地及び建物を取得することといたしました。 

 

２. 取得する資産の内容 

所在地 資産内容 
取締役会決議日 

（契約締結日） 
取得時期 

日立製作所神奈川事業所 

（神奈川県秦野市） 

製造設備 

平成 30年４月３日 

平成 30年７月２日 

土地 185,787㎡ 平成 30年７月２日 

建物 67,286㎡ 平成 33年４月１日 

日立製作所郡山事業所 

（福島県郡山市） 
製造設備 平成 30年７月２日 

注：売主との守秘義務により、取得金額については公表を差し控えさせていただきます（取得

価額は、当社の平成 30年３月期の純資産見込額の 30％相当額以上）。 

 

３．資産取得の相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社 日立製作所 

（２） 所 在 地 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 

（３） 代表者の役職・氏名 執行役社長兼ＣＥＯ 東原 敏昭 

（４） 事 業 内 容 

情報・通信システム、社会・産業システム、電子装置・システム、

建設機械、高機能材料、オートモーティブシステム、生活・エコ

システム、その他の８セグメントにわたる、製品の開発、生産、

販売、サービス 

（５） 資 本 金 458,790 百万円 

（６） 設 立 年 月 日 大正９年２月１日 
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（７） 純 資 産 4,096,995百万円（国際会計基準） 

（８） 総 資 産 9,663,917百万円（国際会計基準） 

（９） 大株主及び持株比率 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 

日立グループ社員持株会 

日本生命保険相互会社 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 505225 

ステート ストリート バンク ウェスト クライアント トリーティー 505234 

第一生命保険株式会社 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口７） 

5.89％ 

5.21％ 

2.19％ 

1.93％ 

1.83％ 

1.75％ 

1.57％ 

1.56％ 

1.48％ 

1.41％ 

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者への

該 当 状 況 
該当事項はありません。 

 

４．取得の日程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 平成 30 年４月３日 

（２） 契 約 締 結 日 平成 30 年４月３日 

（３） 取 得 時 期 
平成 30 年７月２日（第１回目 予定） 

平成 33 年４月１日（第２回目 予定） 

 

５．今後の見通し 

本件による、平成 31年３月期以降の連結業績への影響については、業績向上に寄与すること

を期待していますが、現在集計中であり、平成 30年３月期決算発表時に公表する予定でありま

す。 

 

 

                                        以上 


